
 

事  務  連  絡 

令和６年４月 12 日 

 

 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 医 療 課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）      御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その２） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する告示（令和６年厚生労働省告示第 57 号）等につ

いては、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令和６年３

月５日保医発 0305 第４号）等により、令和６年６月１日より実施することとしていると

ころであるが、今般、その取扱いに係る疑義解釈資料を別添１から別添５までのとおり取

りまとめたので、本事務連絡を確認の上、適切に運用いただくようお願いします。 



（別添１） 

医－1 

 

医科診療報酬点数表関係 

 

【届出関係】 

問１ 令和６年度診療報酬改定に係る新設又は要件変更となった施設基準に

ついて網羅的な一覧はないか。 

（答）「令和６年度診療報酬改定に係る施設基準届出チェックリストの送付につ

いて」（令和６年３月 25 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）の別添のチ

ェックリストを参照のこと。 

 

問２ 令和６年度診療報酬改定が施行される令和６年６月診療分の施設基準

の届出に係る届出期限についてどのように考えればよいか。 

（答）令和６年６月診療分の施設基準の届出については、令和６年５月２日から

６月３日まで地方厚生（支）局等において受け付けているところ、令和６年

５月下旬以降に地方厚生（支）局等の窓口は届出が集中し、混雑が予想され

ることから、可能な限り令和６年５月 17 日までの届出に努めること。 

   ただし、令和６年６月診療分の施設基準の届出に係る電子申請は令和６

年５月 20 日から受付開始となるため、留意すること。 

 

【医療ＤＸ推進体制整備加算】 

問３ 「Ａ０００」初診料の注 16 に規定する医療ＤＸ推進体制整備加算（以

下「医療ＤＸ推進体制整備加算」という。）の施設基準において、「国等が

提供する電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活

用する体制を有していること。
」とされており、また、当該施設基準につ

いては令和７年９月 30 日までの間は経過措置が設けられているが、電子

カルテ情報共有サービスについて、届出時点で具体的な導入予定等が不明

であっても、当該加算は算定可能か。 

（答）経過措置が設けられている令和７年９月 30 日までの間は、算定可能。な

お、電子カルテ情報共有サービスの導入等の具体については、当該サービス

が実装可能となった時期に疑義解釈を示す予定である。 

 

問４ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準において、「「電子処方箋管理サー

ビスの運用について」（令和４年 10 月 28 日付け薬生発 1028 第１号医政発 

1028 第１号保発 1028 第１号厚生労働省医薬・生活衛生局長・医政局長・

保険局長通知。）に基づく電子処方箋により処方箋を発行できる体制を有

していること。」とされており、また、当該施設基準については、令和７

年３月 31 日までの間は経過措置が設けられているが、電子処方箋につい
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て、届出時点で未導入であっても、当該加算は算定可能か。 

（答）経過措置が設けられている令和７年３月 31 日までの間は、算定可能。な

お、施設基準通知の別添７の様式１の６において、導入予定時期を記載する

こととなっているが、未定又は空欄であっても差し支えない。 

 

問５ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準で求められている電子処方箋に

より処方箋を発行できる体制について、経過措置期間終了後も電子処方箋

を未導入であった場合、届出後から算定した当該加算についてどのように

考えればよいか。 

（答）経過措置期間終了後は、当該加算の算定要件を満たさないものとして取り

扱う。 

 

【外来感染対策向上加算、感染対策向上加算】 

問６ 「Ａ０００」初診料の注 11 本文等に規定する外来感染対策向上加算（以

下「外来感染対策向上加算」という。）及び区分番号「Ａ２３４－２」感

染対策向上加算に関する施設基準において、感染症法第 38 条第２項の規

定に基づき都道府県知事の指定を受けている第一種協定指定医療機関で

あること又は同項の規定に基づき都道府県知事の指定を受けている第二

種協定指定医療機関であることが求められているが、協定指定医療機関の

指定を受けた後、都道府県がホームページ上に当該医療機関を協力指定医

療機関として掲載するまでの間も、届出は可能か。 

（答）協定指定医療機関の指定を受けた後であれば、届出可能。 

 

【外来感染対策向上加算】 

問７ 外来感染対策向上加算の施設基準において、「当該保険医療機関の外来

において、受診歴の有無に関わらず、発熱その他感染症を疑わせるような

症状を呈する患者の受入れを行う旨を公表」していることが求められてい

るが、当該公表については、当該保険医療機関が公表を行う必要があるの

か。 

（答）当該保険医療機関のホームページにより公表することが想定されるが、例

えば、自治体、地域医師会等のホームページ又は広報誌に掲載されている場

合等においては、別に当該保険医療機関のホームページで公表を行う必要

はない。 
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